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別添１（国立試験研究機関等・共同研究・法人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第
１号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行
規則第２０条第１３項第１号又は第２２条の２３第１３項第１号に規定する試験研究機関等の長又は
国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関
する手続を次のように定め、平成１５年４月１日から適用する。

（認定申請書の提出）
第１条 研究交流促進法（昭和61年法律第57号）第２条第２項に規定する試験研究機関等（以下「試
験研究機関等」という ）と共同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という ）に係る試験研。 。
究費の額の認定を受けようとする法人又は法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第１２号の７の
４に規定する連結法人（以下「法人等」と総称する ）は、様式による認定申請書２通を租税特別。
措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）第２０条第１３項第１号又は第２２条の２３第１３項
第１号に規定するところにより、試験研究機関等の長又は当該法人等の本店若しくは主たる事務所
の所在地を管轄する国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条の行政機関に置かれる地方支
分部局の長（以下「試験研究機関等の長等」という ）に提出しなければならない。。
２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該法人等の
当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額又は当該連結事業年度
の連結所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額（その試験研究費に充てるため
他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金額を控除した額）の積算内訳を記載した書
類
二 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額を確認することができる領収書、研究日誌
等の写し
三 当該申請に係る共同研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第２
７条の４第１１項第１号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。

３ 第１項の認定申請書を提出する法人等は、租税特別措置法（昭和32年法律第26号。以下「法」と
いう ）第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の９第３項。
の規定の適用を受けようとする連結事業年度終了の日の翌日から１月を経過する日までに認定申請
書を提出しなければならない。ただし、試験研究機関等の長等が提出遅滞につき正当な事由がある
と認めたときは、この限りではない。

（認定書の交付）
第２条 試験研究機関等の長等は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請
に係る試験研究費の額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適正であ
ると認めるときは、当該認定申請書１通にその旨を記入し、認定書として当該法人等に交付するも
のとする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付をを受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各
号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長等に
届け出なければならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係
る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変
更認定書として当該法人等に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 試験研究機関等の長等は、第２条の認定書の交付を受けた法人等が第１条の規定による申請
若しくは第３条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定による
届出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
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（国立試験研究機関等・共同研究・法人）
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

国の試験研究機関等と共同して行う租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第１号又
は第３９条の３９第２３項に掲げる試験研究であること及び租税特別措置法施行規則第２０
条第１３項第１号又は第２２条の２３第１３項第１号に規定する当該試験研究に要した費用
の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．共同して試験研究を行った試験研究所等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は第６８条の４．
９第３項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第２０条第１３項第１号又は第２２条の
２３第１３項第１号の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添２（国立試験研究機関等・共同研究・個人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第
２号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行
規則第５条の６第７項第１号に規定する試験研究機関等の長又は国家行政組織法（昭和23年法律第12
0号）第３条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関する手続を次のように定め、平成１
５年４月１日から適用する。

（認定申請書の提出）
第１条 研究交流促進法（昭和61年法律第57号）第２条第２項に規定する試験研究機関等（以下「試
験研究機関等」という ）と共同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という ）に係る試験研。 。
究費の額の認定を受けようとする個人は 様式による認定申請書２通を租税特別措置法施行規則 昭、 （
和32年大蔵省令第15号）第５条の６第７項第１号の規定するところにより、試験研究機関の長又は
当該個人の主たる事務所の所在地を管轄する国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条の行
政機関に置かれる地方支分部局の長（以下「試験研究機関等の長等」という ）に提出しなければ。
ならない。
２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該個人の当
該事業所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額（その試験研究費に充てるため
他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金額を控除した額）の積算内訳を記載した書
類
二 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額を確認することができる領収書、研究日誌
等の写し
三 当該申請に係る共同試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）
第５条の３第１４項第１号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。

３ 第１項の認定申請書の提出をする個人は、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第１０条第３
項の規定の適用を受けようとする年の翌年２月１５日までに認定申請書を提出しなければならな
い。ただし、試験研究機関等の長等が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは、この限り
ではない。

（認定書の交付）
第２条 試験研究機関等の長等は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請
に係る試験研究費の額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適正であ
ると認めるときは、当該認定申請書１通にその旨を記入し、認定書として当該個人に交付するもの
とする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付を受けた個人は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各号に
掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長等に届
け出なければならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係
る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変
更認定書として当該個人に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 試験研究機関等の長等は、第２条の認定書の交付を受けた個人が第１条の規定による申請若
しくは第３条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定による届
出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
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（ ）国立試験研究機関等・共同研究・個人
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

国の試験研究機関等と共同して行う租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第１号に掲
げる試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６第７項第１号に規定
する当該試験研究に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり申請し
ます。

記

１．共同して試験研究を行った試験研究所等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第３項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第５条の６第７項第１号の規定により、
認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添３（国立試験研究機関等・委託研究・法人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第
３号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行
規則第２０条第１３項第２号又は第２２条の２３第１３項第２号に規定する試験研究機関等の長又は
国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関
する手続を次のように定め、平成１５年４月１日から適用する。

（認定申請書の提出）
第１条 研究交流促進法（昭和61年法律第57号）第２条第２項に規定する試験研究機関等（以下「試
験研究機関等」という ）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という ）に係る試験研。 。
究費の額の認定を受けようとする法人又は法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第１２号の７の
４に規定する連結法人（以下「法人等」と総称する ）は、様式による認定申請書２通を租税特別。
措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）第２０条第１３項第２号又は第２２条の２３第１３項
第２号に規定するところにより、試験研究機関の長又は当該法人の本店若しくは主たる事務所の所
在地を管轄する国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条の行政機関に置かれる地方支分部
局の長（以下「試験研究機関等の長等」という ）に提出しなければならない。。

２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験研究の報告書（費用の金額
及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る ）の写し。
二 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）
第２７条の４第１９項第４号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。

３ 第１項の認定申請書を提出する法人等は、租税特別措置法（昭和32年法律第26号。以下「法」と
いう ）第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の９第３項。
の規定の適用を受けようとする連結事業年度終了の日の翌日から１月を経過する日までに認定申請
書を提出しなければならない。ただし、試験研究機関等の長等が提出遅滞につき正当な事由がある
と認めたときは、この限りではない。

（認定書の交付）
第２条 試験研究機関等の長等は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請
に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適正であ
ると認めるときは、当該認定申請書１通にその旨を記入し、認定書として当該法人等に交付するも
のとする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付をを受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各
号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長等
に届け出なければならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係
る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変
更認定書として当該法人等に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 試験研究機関等の長等は、第２条の認定書の交付を受けた法人等が第１条の規定による申請
若しくは第３条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定による
届出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
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（ ）国立試験研究機関等・委託研究・法人
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

国の試験研究機関等に委託して行う租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第４号又
は第３９条の３９第２３項に掲げる試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則
第２０条第１３項第２号又は第２２条の２３第１３項第２号に規定する当該試験研究費に要
した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．委託して試験研究を行った試験研究所等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は第６８条の４．
９第３項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第２０条第１３項第２号又は第２２条の
２３第１３項第２号の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添４（国立試験研究機関等・委託研究・個人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第
４号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行
規則第５条の６第７項第２号に規定する試験研究機関等の長又は国家行政組織法（昭和23年法律第12
0号）第３条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関する手続を次のように定め、平成１
５年４月１日から適用する。

（認定申請書の提出）
第１条 研究交流促進法（昭和61年法律第57号）第２条第２項に規定する試験研究機関等（以下「試
験研究機関等」という ）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という ）に係る試験研。 。
究費の額の認定を受けようとする個人は 様式による認定申請書２通を租税特別措置法施行規則 昭、 （
和32年大蔵省令第15号）第５条の６第７項第２号の規定するところにより、試験研究機関の長又は
当該個人の主たる事務所の所在地を管轄する国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条の行
政機関に置かれる地方支分部局の長（以下「試験研究機関等の長等」という ）に提出しなければ。
ならない。
２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験研究の報告書（費用の金額
及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る ）の写し。
二 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）
第５条の３第１９項第４号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。

３ 第１項の認定申請書の提出をする個人は、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第１０条第３
項の規定の適用を受けようとする年の翌年２月１５日までに認定申請書を提出しなければならな
い。ただし、試験研究機関等の長等が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは、この限り
ではない。

（認定書の交付）
第２条 試験研究機関等の長等は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請
に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適正であ
ると認めるときは、当該認定申請書１通にその旨を記入し、認定書として当該個人に交付するもの
とする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付を受けた個人は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各号に
掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長等に届
け出なければならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係
る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変
更認定書として当該個人に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 試験研究機関等の長等は、第２条の認定書の交付を受けた個人が第１条の規定による申請若
しくは第３条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定による届
出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
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（ ）国立試験研究機関等・委託研究・個人
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

国の試験研究機関等に委託して行う租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第４号に規
定する試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６第７項第２号に規
定する当該試験研究費に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり申
請します。

記

１．委託して試験研究を行った試験研究所等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第３項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第５条の６第７項第２号の規定により、
認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添５（大学等・共同研究・法人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示
第５号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令
第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第３号又は第３９条
の３９第２３項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租税特
別措置法施行規則第２０条第１５項又は第２２条の２３第１５項に規定する試験研究の対象となる
技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を次のように定め、平成１５年４月１日から適
用する。

（認定申請書の提出）
第１条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立
学校設置法（昭和24年法律第150号）第９条の２第１項に規定する大学共同利用機関 （以下「大
学等」という ）と共同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という ）としての対象となる。 。
技術に係る事業を所管する大臣（以下「事業所管大臣」という ）の認定及び租税特別措置法施行。
規則（昭和32年大蔵省令第15号）第２０条第１５項又は第２２条の２３第１５項に規定する試験
研究費の額としての事業所管大臣の認定（以下単に「認定」という ）を受けようとする法人又は。
法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第１２号の７の４に規定する連結法人（以下「法人等」
と総称する ）は、様式による認定申請書２通を事業所管大臣に提出しなければならない。。

２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 当該申請に係る共同試験研究の具体的内容について説明した書類
二 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該法人等
の当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額又は当該連結事業
年度の連結所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額（その試験研究費に充て
られるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金額を控除した額）の積算内訳
を記載した書類

三 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額を確認することができる領収書、研究日
誌等の写し

（ （ ）四 当該申請に係る共同試験研究の契約又は協定 租税特別措置法施行令 昭和32年政令第43号
第２７条の４第１１項第１号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。

五 当該申請に係る共同試験研究の成果を公表している場合には当該公表物の写し、未公表の場
合には今後の公表予定を記載した書類

六 共同試験研究先の大学等が発行する共同試験研究に係る支出報告・証明書
、 （ 。 「 」３ 第１項の認定申請書を提出する法人等は 租税特別措置法 昭和32年法律第26号 以下 法

という ）第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の９第３。
項の規定の適用を受けようとする連結事業年度終了の日の翌日から１月を経過する日までに認定
申請書を提出しなければならない。ただし、事業所管大臣が提出遅滞につき正当な事由があると
認めたときは、この限りではない。

（認定書の交付）
第２条 事業所管大臣は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る
試験研究が当該申請に係る共同試験研究の対象となる所管事業の技術の水準の向上に著しく寄与
するものであり、かつ、当該大学等との契約又は協定に基づき、研究員を当該大学等に派遣して
行うもの又は当該大学等の研究員を受け入れて行うものであって、当該申請に係る試験研究費の

、額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適正であると認めるときは
当該認定申請書１通にその旨を記入し、認定書として当該法人等に交付するものとする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付を受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各
号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を事業所管大臣に届け出なけれ
ばならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 事業所管大臣は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係る事項
を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認
定書として当該法人等に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 事業所管大臣は、第２条の認定書の交付を受けた法人等が次の各号に該当するときは、当
該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
一 第１条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。
二 第３条の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による届出に際して虚偽の届出を行
ったとき。

三 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が所管
事業の対象でなくなったとき。

四 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が当該
大学等との契約又は協定に基づき、研究員を当該大学等に派遣して行うもの又は当該大学等の
研究員を受け入れて行うものであると認めることができなくなったとき。

五 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適
正であると認めることができなくなったとき。
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（大学等・共同研究・法人）
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

大学等と共同して行う租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第３号又は第３９条の
３９第２３項に規定する試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第２０条第
１５項又は第２２条の２３第１５項に規定する当該試験研究費に要した費用の額であること
の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．共同して試験研究を行った大学等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は第６８条の４．
９第３項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第３号又は第３９条
の３９第２３項及び租税特別措置法施行規則第２０条第１５項又は第２２条の２３第１５項
の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添６（大学等・共同研究・個人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示
第６号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令
第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第３号に規定する試験
研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６第
９項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を次のよ
うに定め、平成１５年４月１日から適用する。

（認定申請書の提出）
第１条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立
学校設置法（昭和24年法律第150号）第９条の２第１項に規定する大学共同利用機関 （以下「大
学等」という ）と共同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という ）としての対象となる。 。
技術に係る事業を所管する大臣（以下「事業所管大臣」という ）の認定及び租税特別措置法施行。
規則（昭和32年大蔵省令第15号）第５条の６第９項に規定する試験研究費の額としての事業所管
大臣の認定（以下単に「認定」という ）を受けようとする個人は、様式による認定申請書２通を。
事業所管大臣に提出しなければならない。

２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 当該申請に係る共同試験研究の具体的内容について説明した書類
二 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該個人の
当該事業所得の金額の計算上必要経費に算入される試験研究費の額（その試験研究費に充てら
れるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金額を控除した額）の積算内訳を
記載した書類

三 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額を確認することができる領収書、研究日
誌等の写し

（ （ ）四 当該申請に係る共同試験研究の契約又は協定 租税特別措置法施行令 昭和32年政令第43号
第５条の３第１４項第１号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。

五 当該申請に係る共同試験研究の成果を公表している場合には当該公表物の写し、未公表の場
合には今後の公表予定を記載した書類

六 共同試験研究先の大学等が発行する共同試験研究に係る支出報告・証明書
３ 第１項の認定申請書の提出は、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第１０第３項の規定の

。 、適用を受けようとする年の翌年２月１５日までに認定申請書を提出しなければならない ただし
事業所管業大臣が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは、この限りではない。

（認定書の交付）
第２条 事業所管大臣は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る
試験研究が当該申請に係る共同試験研究の対象となる所管事業の技術の水準の向上に著しく寄与
するものであり、かつ、当該大学等との契約又は協定に基づき、研究員を当該大学等に派遣して
行うもの又は当該大学等の研究員を受け入れて行うものであって、当該申請に係る試験研究費の

、額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適正であると認めるときは
当該認定申請書１通にその旨を記入し、認定書として当該個人に交付するものとする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付を受けた個人は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各号
に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の事業所管大臣に届け出
なければならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 事業所管大臣は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係る事項
を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認
定書として当該個人に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 事業所管大臣は、第２条の認定書の交付を受けた個人が次の各号に該当するときは、当該
認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
一 第１条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。
二 第３条の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による届出に際して虚偽の届出を行
ったとき。

三 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が所管
事業の対象でなくなったとき。

四 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が当該
大学等との契約又は協定に基づき、研究員を当該大学等に派遣して行うもの又は当該大学等の
研究員を受け入れて行うものであると認めることができなくなったとき。

五 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適
正であると認めることができなくなったとき。
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（大学等・共同研究・個人）
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

大学等と共同して行う租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第３号に規定する試験研
究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６第９項に規定する当該試験研究
費に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．共同して試験研究を行った大学等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第３項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第３号及び租税特別措
置法施行規則第５条の６第９項の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添７（大学等・委託研究・法人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示
第７号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令
第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第５号又は第３９条
の３９第２３項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租税特
別措置法施行規則第２０条第１７項又は第２２条の２３第１７項に規定する試験研究の対象となる
技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を次のように定め、平成１５年４月１日から適
用する。

（認定申請書の提出）
第１条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立
学校設置法（昭和24年法律第150号）第９条の２第１項に規定する大学共同利用機関 （以下「大
学等」という ）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という ）としての対象となる。 。
技術に係る事業を所管する大臣（以下「事業所管大臣 ）の認定及び租税特別措置法施行規則（昭」
和32年大蔵省令第15号）第２０条第１７項又は第２２条の２３第１７項に規定する試験研究費の
額としての事業所管大臣の認定（以下単に「認定」という ）を受けようとする法人又は法人税法。
（昭和40年法律第34号）第２条第１２号の７の４に規定する連結法人（以下「法人等」と総称す
る ）は、様式による認定申請書２通を事業所管大臣に提出しなければならない。。

２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 当該申請に係る委託試験研究の具体的内容について説明した書類
二 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験研究の報告書（費用の金
額及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る ）の写し。

（ （ ）三 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定 租税特別措置法施行令 昭和32年政令第43号
第２７条の４第１１項第１号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。
四 委託先の大学が発行する受託試験研究に係る支出報告書

３ 第１項の認定申請書を提出する法人等は、租税特別措置法（昭和32年法律第26号 （以下「法」。
という ）第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の９第３。
項の規定の適用を受けようとする連結事業年度終了の日の翌日から１月を経過する日までに認定
申請書を提出しなければならない。ただし、事業所管大臣が提出遅滞につき正当な事由があると
認めたときは、この限りではない。

（認定書の交付）
第２条 事業所管大臣は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る
試験研究が当該申請に係る委託試験研究の対象となる所管事業の技術の水準の向上に著しく寄与
するものであり、かつ、当該申請に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基
づき支出されたものとして適正であると認めるときは、当該認定申請書１通にその旨を記入し、
認定書として当該法人等に交付するものとする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付を受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各
号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を事業所管大臣に届け出なけれ
ばならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 事業所管大臣は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係る事項
を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認
定書として当該法人等に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 事業所管大臣は、第２条の認定書の交付を受けた法人等が次の各号に該当するときは、当
該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
一 第１条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。
二 第３条の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による届出に際して虚偽の届出を行
ったとき。
三 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該委託試験研究が所管
事業の対象でなくなったとき。
四 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適
正であると認めることができなくなったとき。



32

（大学等・委託研究・法人）
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

大学等に委託して行う租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第５号又は第３９条の
３９第２３項に規定する試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第２０条第
１７項又は第２２条の２３第１７項に規定する当該試験研究費に要した費用の額であること
の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．委託して試験研究を行った大学等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第３項の規定の適用を受けようとする事業年度又は第６８条の４．
９第３項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第２７条の４第１９項第５号又は第３９条
の３９第２３項及び租税特別措置法施行規則第２０条第１７項又は第２２条の２３第１７項
の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添８（大学等・委託研究・個人）

○総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示
第８号（平成15年6月17日官報第3629号）

租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令
第15号）の規定を実施するため、租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第５号に規定する試験
研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６第
１１項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を次の
ように定め、平成１５年４月１日から適用する。

（認定申請書の提出）
第１条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立
学校設置法（昭和24年法律第150号）第９条の２第１項に規定する大学共同利用機関 （以下「大
学等」という ）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という ）としての対象となる。 。
技術に係る事業を所管する大臣（以下「事業所管大臣」という ）の認定及び租税特別措置法施行。
規則（昭和32年大蔵省令第15号）第５条の６第１１項に規定する試験研究費の額としての事業所
管大臣の認定（以下単に「認定」という ）を受けようとする個人は、様式による認定申請書２通。
を事業所管大臣に提出しなければならない。

２ 前項の認定申請書１通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。
一 当該申請に係る委託試験研究の具体的内容について説明した書類
二 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験研究の報告書（費用の金
額及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る ）の写し。

（ （ ）三 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定 租税特別措置法施行令 昭和32年政令第43号
第５条の３第１９項第４号に規定する契約又は協定をいう。以下同じ ）の書類の写し。

四 委託先の大学が発行する受託試験研究に係る支出報告書
３ 第１項の認定申請書を提出する個人は、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第１０条第３
項の規定の適用を受けようとする年の翌年２月１５日までに申請書を提出しなければならない。
ただし、事業所管大臣が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは、この限りではない。

（認定書の交付）
第２条 事業所管大臣は、前条第１項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る
試験研究が当該申請に係る委託試験研究の対象となる所管事業の技術の水準の向上に著しく寄与
するものであり、かつ、当該申請に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基
づき支出されたものとして適正であると認めるときは、当該認定申請書１通にその旨を記入し、
認定書として当該個人に交付するものとする。

（認定書の内容変更に係る届出）
第３条 前条の認定書の交付を受けた個人は、当該認定書に記載された事項又は第１条第２項各号
に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の事業所管大臣に届け出
なければならない。

（変更届出に係る変更認定書の交付）
第４条 事業所管大臣は、前条の規定による届出があった場合において、第２条の認定に係る事項
を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認
定書として当該個人に交付するものとする。

（認定の取消し）
第５条 事業所管大臣は、第２条の認定書の交付を受けた個人が次の各号に該当するときは、当該
認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。
一 第１条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。
二 第３の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による届出に際して虚偽の届出を行っ
たとき。
三 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該委託試験研究が所管
事業の対象でなくなったとき。
四 第３条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適
正であると認めることができなくなったとき。
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（大学等・委託研究・個人）
様式（第１条関係）

特別共同試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

大学等に委託同して行う租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第５号に規定する試験
研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６第１１項に規定する当該試験
研究に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．委託して試験研究を行った大学等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第３項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別共同試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第５条の３第１９項第５号及び租税特別措
置法施行規則第５条の６第１１項の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備考）１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２．※印のある欄は、記入しないこと。


